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千葉県観光立県の推進に関する条例 
平成 20 年 3 月 28 日公布 

前文 

 日常の生活から離れ、普段とは異なる自然や生活に接することは、新

たな出会いと自己の発見のきっかけとなる。ときには、そのことが人の

考え方や生き方をも変える可能性を持つ。人々は、日常、自らが身を置

く環境にはないものにあこがれ、気に入った土地に滞在することも含め

て、観光を生活の一部としてとらえるようになってきた。 

 千葉県は、海に抱かれ、年間を通じて陽光に恵まれて、その温暖な気

候は、県の花である菜の花に象徴されている。明るい日ざしの中、人々

は特徴的な地形である谷津を中心に形成された里山や沿岸の人々が守

り育ててきた海辺等を舞台として生活を営んできた。 

 さらに、このような気候や風土にあこがれ、多くの人々が訪れ、交流

を重ねながら、産業の発展とともに移り住み、都市と農山漁村とが共存

する現在の千葉県が形づくられている。 

 このように、千葉県は、自然、生活、産業等の多様な特色を有し、都

市も農山漁村も多くの人をひきつける力を持っている。特に、里山のよ

うな自然と生活とが調和を保ちながら結び付いた場がほぼ全域に存在

することは、千葉県の大きな特色となっている。このことは、あらゆる

人が、このような場に身を置き、そこに存在するあるがままの自然や生

活に接することができるということであり、観光を生活の一部としてと

らえる上で、千葉県が大きな可能性を有していることを意味する。 

 ところで、観光を通じた地域づくりの努力や取組は、来訪者との交流

等と相まって、新たな文化を創出し、経済の持続的な発展をもたらすと

ともに、県民の郷土への誇りと愛着を培い、地域をより魅力的なものと

していく。 

 そのためには、観光に携わる事業者だけでなく、県民、企業、大学、

行政等が、継承されてきた千葉県の豊かな自然を次代に引き継ぎつつ、

県内のすべての地域において、多様な特色を生かし、来訪者をもてなす

心をもって、地域や分野を越えて連携し、一体となって観光の振興に取

り組むことが重要である。 

 そこで、観光立県の実現について、基本理念を明らかにしてその方向

性を示し、二十一世紀にふさわしい観光の舞台となる千葉県を実現する

ため、ここに千葉県観光立県の推進に関する条例を制定する。 

 

 （目的） 

第１条  この条例は、観光立県の実現について、基本理念を定め、県の

責務及び県民、事業者等の役割を明らかにするとともに、観光立県の

実現に関する施策の基本となる事項を定めることにより、観光立県の

実現に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって魅力ある活力

に満ちた地域社会を実現し、並びに県の文化の振興に資するととも

に、県の経済の健全な発展及び県民生活の向上に寄与することを目的

とする。 
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 （定義） 

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１）多様な主体 地域住民、地域住民を構成員とする団体、事業者、

事業者を構成員とする団体、大学その他の教育機関、地方公共団体

その他の地域社会を構成する主体をいう。 

（２）観光資源 地域の生活、自然、歴史、伝統、文化、産業その他の

観光の振興に資する資源をいう。 

（３）観光づくり地域活動 多様な主体が、その自発的意思に基づき、

創意工夫を生かして、観光資源を保全するとともに、これを育成す

ること、観光資源となり得るものを発見し、これを観光資源とする

こと及び観光資源の魅力を積極的に伝えること並びに観光資源を

活用して地域に来訪する者（当該地域に居住する者以外の者で当該

地域に長期的に滞在するものを含む。以下同じ。）との交流に取り

組むことをいう。 

 （基本理念） 

第３条  観光立県は、観光づくり地域活動を促進することにより、魅力

ある活力に満ちた地域社会の形成を図ることが特に重要であるとい

う認識の下に、その実現が図られなければならない。 

２ 観光立県は、多様な主体が行う又は多様な主体と地域に来訪する者

とが一体となって行う観光づくり地域活動その他の魅力ある活力に

満ちた地域社会の形成に向けた取組により、多様な主体と地域に来訪

する者との間の交流（以下「来訪者との交流」という。）を一層促進

することが重要であるという認識の下に、その実現が図られなければ

ならない。 

３ 観光立県は、多様な事業の分野における特色ある事業活動から構成

される観光産業（以下「観光産業」という。）の振興を図ること及び

観光産業と農業、漁業、製造業その他の産業(以下「多様な産業」と

いう。）との有機的な連携を図ることにより、地域の産業活動、社会

活動、文化活動その他の活動を活発にし、魅力ある活力に満ちた地域

社会の形成を図ることが重要であるという認識の下に、その実現が図

られなければならない。 

４ 観光立県の実現に関する施策を講ずるに当たっては、本県には成田

国際空港が設置されているという特性及び港湾がその本来の機能の

ほか人々の交流の拠点としての機能をも有するという特性が最大限

に活用されるよう配慮されなければならない。 

５ 観光立県の実現に向けた取組は、地域の生活環境、自然環境及び景

観を維持しつつ、継続してこれらとの調和を図ることが地域の魅力を

増進させるという認識の下に行われなければならない。 

 （県の責務） 

第４条  県は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、観光立県の実現に関する施策を総合的に策定し、及び実

施する責務を有する。 
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 （県と市町村との連携） 

第５条  県は、観光立県の実現に関する施策の策定及び実施に当たって

は、市町村と連携するとともに、市町村が実施する観光に関する施策

について、市町村に対し、情報の提供、技術的な助言その他の必要な

支援を行うよう努めなければならない。 

 （県民の役割） 

第６条  県民は、基本理念にのっとり、観光立県に対する関心及び理解

を深めるとともに、地域の魅力を増進させ、及び地域に来訪する者に

対し、その立場に立って対応するよう努めるものとする。 

２ 県民は、基本理念にのっとり、県が実施する観光立県の実現に関す

る施策に協力するよう努めるものとする。 

 （事業者の役割） 

第７条  事業者は、基本理念にのっとり、観光資源（観光資源になり得

るものを含む。）が自らの事業活動に活用できるものであること又は

自らの事業活動が観光づくり地域活動に資するものであることを認

識するとともに、自らの事業活動と多様な事業の分野における事業活

動との連携その他の自らの創意工夫による事業活動を行うよう努め

るものとする。 

２ 事業者は、基本理念にのっとり、県が実施する観光立県の実現に関

する施策に協力するよう努めるものとする。 

 （観光関係団体の役割） 

第８条  観光の振興その他の観光に関する活動を行う法人その他の団

体（以下「観光関係団体」という。）は、基本理念にのっとり、多様

な主体が連携して行う観光立県の実現に向けた取組の促進、観光に関

する情報の発信その他の観光宣伝活動の実施、地域に来訪する者を適

切にもてなすための情報の提供その他の必要な措置の実施、県民の観

光立県に対する関心及び理解の増進その他の観光立県の実現に向け

た取組に努めるものとする。 

２ 観光関係団体は、基本理念にのっとり、県が実施する観光立県の実

現に関する施策に積極的に協力するよう努めるものとする。 

 （観光立県推進基本計画） 

第９条  知事は、観光立県の実現に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、観光立県の実現に関する基本的な計画（以下この条に

おいて「観光立県推進基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 観光立県推進基本計画においては、次の各号に掲げる事項について

定めるものとする。 

（１）観光立県の実現に関する施策についての基本的な方針 

（２）観光立県の実現に関する目標 

（３）観光立県の実現に関し、県が総合的かつ計画的に講ずべき施策 

（４）前各号に掲げるもののほか、観光立県の実現に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 知事は、観光立県推進基本計画を定め、又は変更するに当たっては、

あらかじめ、事業者、観光関係団体、観光に関する識見を有する者そ

の他の関係者の意見を聴くとともに、その案を公表し、広く県民等の
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意見を求めなければならない。 

４ 知事は、観光立県推進基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

 （観光づくり地域活動の促進） 

第１０条  県は、観光づくり地域活動を促進するために必要な施策を講

ずるものとする。 

２ 県は、前項の施策を講ずるに当たっては、それぞれの多様な主体が

有機的に連携して観光づくり地域活動を行うことができるよう努め

なければならない。 

 （観光立県の実現のための基盤整備等） 

第１１条  県は、道路、鉄道、港湾その他の観光の基盤となる交通施設

（以下「交通施設」という。）及び宿泊施設、来訪者との交流のため

の施設、案内施設その他の観光づくり地域活動に資する施設（以下「観

光関連施設」という。）の整備並びに観光に関する情報の提供等に関

する機能の充実に関し必要な施策を講ずるものとする。 

２ 県は、前項の施策を講ずるに当たっては、地域の生活環境、自然環

境及び景観の維持並びにこれらとの調和に配慮しなければならない。 

 （地域への来訪の促進等） 

第１２条  知事は、来訪者との交流を促進するための行事が総合的かつ

集中的に実施されるための環境の整備並びに国外又は県内外からの

地域への来訪及びこれによる来訪者との交流の促進のために必要な

情報の発信その他の広報宣伝の重点的かつ効果的な実施に関し必要

な施策を講ずるものとする。 

２ 県は、国際会議、展示会、スポーツの競技会その他の地域への来訪

の促進に資する行事の開催を増加させるため、当該行事の誘致の促進

及び開催の円滑化に関し必要な施策を講ずるものとする。 

３ 県は、前項の施策を講ずることにより来訪した者の他の地域への来

訪及びこれによる来訪者との交流の促進に関し必要な施策を講ずる

ものとする。 

 （成田国際空港を利用する外国人来訪者の地域への来訪の促進等） 

第１３条  知事は、成田国際空港を利用して来訪する外国人（以下この

条において「外国人来訪者」という。）の地域への来訪及びこれによ

る多様な主体と外国人来訪者との間の交流（次項において「外国人来

訪者との交流」という。）を促進するため、本県の観光資源の効果的

な広報宣伝の実施に関し必要な施策を講ずるものとする。 

２ 県は、外国人来訪者との交流を促進するため、交通施設及び観光関

連施設の整備、通訳案内のサービスの向上その他の外国人来訪者の受

入れの体制の整備に関し必要な施策を講ずるものとする。 

 （来訪者を適切にもてなすこと等による来訪者との交流の促進） 

第１４条  知事は、来訪者との交流を促進するため、多様な主体に対し、

観光資源に関する理解及び来訪者との交流に対する意欲を増進し、並

びに地域に来訪する者を適切にもてなすための情報及び学習の機会

の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。 

２ 県は、地域に来訪する者の利便の増進を図ることにより来訪者との
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交流を促進するため、地域に来訪する者のうち高齢者、障害者、外国

人その他の特に配慮を要するものが円滑に利用できる観光関連施設

及び公共施設の整備並びにこれらの利便性の向上、情報通信技術を活

用した観光に関する情報の提供その他の必要な施策を講ずるものと

する。 

 （観光産業の振興） 

第１５条  知事は、観光産業の経営基盤の強化を図るため、資金供給の

円滑化、相談及び支援を行う体制の充実その他の必要な施策を講ずる

ものとする。 

２ 知事は、前項の施策のほか、観光産業の振興を図るため、観光産業

と多様な産業との有機的な連携を促進するとともに、新たな観光に関

する事業の創出及び育成のための資金供給の円滑化、相談及び支援を

行う体制の充実その他の必要な施策を講ずるものとする。 

 （観光の振興に寄与する人材の育成） 

第１６条  県は、観光の振興に関し意欲及び知識を有する者並びに観光

に関する事業における指導者の育成を図るため、観光又は観光に関す

る事業の振興に関する社会教育の充実及び専門家の派遣、観光資源に

関する情報の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。 

２ 知事は、大学又は専修学校が観光の振興に寄与する人材を育成する

ため自主的に事業を実施する場合には、その求めに応じて、これに協

力するよう努めるものとする。 

 （観光づくり地域活動に関する学習の振興等） 

第１７条  県は、青少年をはじめ広く県民があらゆる機会を通じて観光

に対する関心及び理解を深めることができるよう、学校教育及び社会

教育における観光づくり地域活動に関する学習の振興並びに観光づ

くり地域活動に関する啓発及び知識の普及に関し必要な施策を講ず

るものとする。 

 （統計調査その他の調査及び研究） 

第１８条  知事は、観光立県の実現に関する施策を効果的に推進するた

め、統計調査その他の必要な調査及び研究を行うものとする。 

 （財政上の措置） 

第１９条  県は、観光立県の実現に関する施策を推進するため、必要な

財政上の措置を講ずるものとする。 

 （観光立県の実現のための体制の整備） 

第２０条  知事は、県と事業者、観光関係団体その他の関係者とが協働

して観光立県の実現に向けた取組を行うための体制を整備するもの

とする。 

 

   附  則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 


